
（別紙２）

　所管課

電話番号

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

総資産 233,101 235,813 235,943 126,065 136,281 145,385
負債 38,702 40,790 40,464 経常損益 1,202 768 455
（うち有利子負債） 0 0 0 当期損益 1,202 625 455
資本 194,399 195,024 195,478 1,639 1,209 1,029
累積欠損金 0 0 0

（１）公的支援
令和4年度 令和5年度

32,740 32,679
0 0
0 0
0 0

32,740 32,679
0 0
0 0

32,740 32,679

79,035 88,887
（２）その他

令和4年度 令和5年度

0 0
0 0
0 0
0 0

関与法人に関する調査表【令和６年度】

１　関与法人名称等

　　名　称 公益財団法人甲府市スポーツ協会

　　所在地 甲府市緑が丘２丁目８番１号 055-252-3824

スポーツ課

３　資本金 175,621千円

４　市出資金 148,955千円 市出資割合 84.8%（小数点以下第２位意を四捨五入）

　　設立年月日 昭和６３年３月 HPアドレス http://www.kofu-spokyo.or.jp

２　事業内容 甲府市のスポーツ振興と緑が丘スポーツ公園等の維持管理

６　役職員の状況（令和６年度末現在の常勤役員及び正職員）

役員数（うち市出向者・退職者） 　　　　２名　　（１名） 職員数（うち市出向者・退職者） 　　　　５名　　（１名）

５　財務状況

貸
借
対
照
表
か
ら

項　　目
金額（千円） 損

益
計
算
書
か
ら

項　　　目
金額（千円）

総収入

減価償却前当期損益

７　関与法人への関与の状況（単位：千円）

項　　　　　　目 令和6年度 備考（目的、内容、算出根拠等）
①補助金 33,499 法人運営

役員平均年齢 6７歳 職員平均年齢 ５０歳
役員の平均年収（千円） 1,120 職員の平均年収（千円） 5,996

④その他（　　　　　　　） 0
小　　　　　計 33,499

②利子補給金 0
③税の減免額 0

合　　　　　計 33,499

（参考）委託料 97,193 指定管理料、スポーツ振興事業、市民体育大会等事業他

⑤損失補償契約に伴う金利軽減額 0
小　　　　　計 0

②貸付金残高 0
③出資金 0

項　　　　　　目 令和6年度 備考（目的、内容、算出根拠等）
①損失補償契約に係る債務残高 0

合　　　　　計 0

８　所管課による点検評価の結果

経営状況についての
予備的診断による評価

Ａ
Ａ：経営努力を行いつつ事業は継続
Ｂ：事業内容の大幅見直し等による抜本的な経営改善が必要
Ｃ：深刻な経営難であり、経営の観点から事業の存廃を含めた検討が必要

９　今後の方向性に関するコメント、克服すべき課題等（具体的に法人により記入ください）

　市民一人ひとりが生涯にわたって健康で活力ある生活を送るためには、生涯スポーツの推進が欠かせません。当協会は、
スポーツ振興を担う団体として、その重要な役割を果たしてまいります。
今後は、ジュニア世代の育成をはじめとした活動の裾野を広げながら、加盟団体及びスポーツ少年団と連携し、市民体育大
会をはじめとする各種スポーツ大会のさらなる充実に取り組んでまいります。
　また、協会としての自立的な運営体制の確立を目指し、自主事業の充実及び自主財源の確保に一層の経営努力を重ねて
まいります。
　更に、甲府市緑が丘スポーツ公園をはじめ、青葉・東下条スポーツ広場の管理運営を行う指定管理者として、これまでの
実績やノウハウを生かした各施設の効率的な運営を行うとともに、より多くの市民の皆様に利用され、満足していただけます
ようサービスの充実を図ってまいります。

10　法人に対する今後の市の関与について（今後の具体的な方向性を所管課により記入ください）

 本市スポーツ施設の指定管理者としてまた、本市スポーツ振興事業の受託者として、甲府市スポーツ推進計画（令和7年7
月策定）に基づき、同計画の基本理念である「スポーツでつながる”元気Cityこうふ”～「誰もが」「どこでも」「いつでも」「いつ
までも」～」のもと、「1　子ども運動機会の充実」、「2　ライフステージに応じたスポーツ活動の推進」、「3　スポーツによる地
域の活性化」及び「4　スポーツ施設の再配置」の4つの基本目標の達成に向け、更なる連携強化を図る。

11　その他の特記事項

今後の方向性 ア

ア：経営努力を行いつつ現状のまま存続
イ：事業内容等の見直しを行った上で存続
ウ：再建を行いつつ存続
エ：廃止、又は完全民営化、若しくは事業の民間譲渡
オ：その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


